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1．　は　じ　め　に
　₁₉₉₀年代初期から中国で流通業の開放改革が
始まった。これを契機に，従来の百貨店に加え
てチェーンストア業態の展開も認められること
になった。しかも，₁₉₉₀年 ₇ 月には「商業小売
分野への外資導入に関する通達」（国務院₈₂号
通達）が出され，これによって中国市場は海外
の小売企業にも開放された。本研究で取り上げ
る欧米の小売三社もこの政策転換を契機に中国
市場に参入したものである。この三社とはフラ
ンスのカルフール，アメリカのウォルマート，
イギリスのテスコである。
　本研究では中国市場におけるこれら三社の販
売方策の特徴を明らかにすることを目的にして
いる。だだ，これら三社の中国市場における経
営実績は必ずしもよくなかった。そこで，本稿
ではとくに，三社のつまずきの原因を販売思想
のレベルまで掘り下げて明らかにすることを目
的にしている。分析においても，目次に示した
とおり， ₇つの側面から具体策を分析した。
2．　三社の販売方策の特徴
2．1　中国進出の動機と参入方式
2．1．1　進出の動機
Ａ．カルフール（中国語「家楽福」）
　₁₉₉₅年にカルフールは中国に参入した。中国
に参入前，₁₉₈₉年に台湾に進出を果たし成功を
収め，文化と社会構成が似た中国の巨大市場に
も大きな関心を抱いていた。当時カルフールは
国内外の厳しい競争環境に直面していた。一方，
中国市場では世界的な小売企業の進出が少ない，
日系企業が中心となっていた。業態から見れば，
百貨店が中心で，カルフールの優位であるハイ
パーマーケット（以下 HM と略記する）はま
だ見られていなかった。当時，カルフールが参
入し，成功を収めていた国はどちらかというと
現代小売業が未発達で，平均所得が低く，消費
志向の市場であった。この状況には中国が適し
てしいた。また，₁₉₉₀年代頃に業態の飽和はフ
ランスだけでなく，ヨーロッパ市場にも見られ
た。そのため，赤字を出た海外支店を撤退し，
中国を中心としたアジア市場に発展を集中する
とした。
Ｂ．ウォルマート（中国語「沃尓瑪」）
　ウォルマートが中国に進出したのはカルフー
ルが進出した翌年の₁₉₉₆年である。中国に進出
したのは人口が多い上に，財力のある中流階級
がいたからである。当時，ウォルマートはアメ
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リカでも目覚まし発展を遂げていたが，同じ業
態を持つ競争相手に中国を初めとするアジア市
場を先取られたくなかった。そのために，ウォ
ルマートの海外進出は中国に向けられた。
Ｃ．テスコ（中国語「楽購」）
　イギリス市場でトップのテスコのシェアは ₂
位に付けるゼインズのシェアと接近したため，
テスコは成長が海外に求めるしかなかった。中
国進出前東欧やアジアなどに精力を広げてきた
が，所得水準が高い，成熟した先進国市場では
強いローカル企業に阻まれていた。テスコの
CEO である特里・利希によれば，中国に進出
する際に ₃年間の市場調査を行った。
　中国経済は急速に成長しており，大きな潜在
市場となっている。世界小売市場で上位に立つ
ためには，中国市場を無視できないとの認識を
示していた₁）。
2．1．2　参入方式
Ａ．カルフール
　カルフールの国外出店は進出対象先に応じて，
₁₀₀％出資方式と合弁企業設立方式を使い分け
ている。中国では急速な拡大を図るために，中
国現地の状況に合わせて，柔軟な参入方式を
取っていた。
①マネジメント・カンパニー方式
　₁₉₉₀年代半ば頃，中国では外資小売に対する
政策制限が厳しかったため，独資企業（中国で
は単独による₁₀₀％資本投資のことを指す）と
しての中国への進出は不可能であった。当時，
カルフールは中国市場への進出を実現するため
に，規制対象にならないマネジメント・カンパ
ニー方式による出店戦略をとり，中国新技術創
業公司と共同出資でマネジメント・カンパニー
を設立し，₁₉₉₅年に北京で中国新技術創業公司
が「創益佳」という HM を導入した。この店
舗の経営は当時の現地企業に委託されていたも
のの，「創益佳」は実質的にはカルフールの中
国での ₁号店舗として管理・運営されていた₂）。
②地方政府の認可による合弁会社方式
　流通開放の初期段階では，中央政府は合弁外
資小売企業の選定に対して慎重な態度を取って
いる。一方，外資企業参入を許可された大都市
や沿岸都市の地方政府は積極的に外資小売を受
け入れる優遇政策を採っていた。カルフールも
いち早く上海政府の認可を得て，当時上海の小
売大手聯華超市公司と合弁企業を設立し，聯華
超市公司の店舗をカルフールの HM に切り替
えた。そして₁₉₉₆年末に，ついにカルフールの
看板を掲げた店舗である上海曲陽店が開店し
た₃）。
③独資方式
　₂₀₀₄年₁₂月以前，外資が中国に参入する際出
資率制限や地理制限を義務付けていた。WTO
加盟をきっかけに，₂₀₀₄年₁₂月₁₁日以降，外資
商業企業の独資を認め，地域制限を全面的に取
り消された。この政策転換により，₂₀₀₅年₁₀月
にカルフールは₄,₁₇₁.₅万元で合弁企業である昆
明百貨大ビルの株式の₃₅％を買収することに
よって独資方式を実現させた。その後₂₀₀₆年 ₇
月中旬に北京でも独資方式による店舗展開を
行った₄）。
Ｂ．ウォルマート
　中国参入当初合弁方式により参入を果たし，
出店規制緩和に伴い独資方式による店舗も行わ
れている。
①合弁会社方式
　₁₉₉₄年に，ウォルマートが正大集団と合弁会
社を香港で設立した。そして，中国市場で規制
緩和を回避する目的で，現地の深圳国際信託投
資公司と合弁会社を設立し，₁₉₉₆年 ₈ 月に深圳
市に中国初のスーパーセンター（以下 SuC と
略記する。）「湖景店」とサムズ・クラブ（以下
WC と略記する）「香蜜湖店」を同時に開業し
た。
②買収
　外資による M&A に関する制限が撤廃され
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たことを受け，カルフールと競い合い，₂₀₀₇年
に₁₀億ドルで₁₀₁店舗を持つ台湾資本の小売大
手トラストマート（中国語：好又多）を買収し，
店舗数を ₃倍弱の₂₀₂店舗へと急増させた₅）。
③独資方式
　₂₀₀₈年に湖北省・武漢市でウォルマート湖北
百貨有限公司を設立し，中国市場における独資
方式による事業展開を加速化している₆）。
Ｃ．テスコ7）
①買収
　₂₀₀₄年 ₇ 月に台湾食品メーカー「頂新グルー
プ」傘下の「楽購」の株式₅₀％を ₁ 億₄,₅₀₀万
ポンドで取得することによって中国進出を果た
した。頂新グループは中国北東で食品や飲料品
販売事業を展開している中国大手食品メーカー
であり，食品供給や物流面での不安を回避し，
スムーズに拡大できるパートナーと判断した。
₂年後には出資比率をさらに₉₀％に引き上げる
ことによって楽購を取得し，楽購の店舗名を
「楽購 TESCO」に変更して，中国市場でカル
フールとウォルマートと競争を熾烈化させた。
②独資方式
　₂₀₀₈年に不動産会社を設立し，大型ショッピ
ングセンター（SC）の開発に乗り出し，楽購
天地，楽購広場などを開店した。
2．1．3　業態展開
Ａ．カルフール
　カルフールは進出当時から HM を主力業態
とし，₂₀₀₃年からハード・ディスカウント
HDS（以下 HDS と略記する）を導入し，また
₂₀₀₄年からスーパーマーケット（以下 SM と
略記する）を開業している。近年 HM 店舗の
伸び悩みによりコンビニエンス・ストア（CVS
と略記する）にも参入している。
①HM（中国語で「大売場」）
　カルフールの HM の売り場面積は₂,₄₀₀～
₂₃,₀₀₀ m₂ にわたるが，家計にとって必要な食
品及び非食品がワンストップで手に入れること，
NB と PB の幅広い品揃えから低価格かつ確か
な品質を持つ商品を選択できることが，HM 店
舗全体に共通する特徴となっている₈）。カルフー
ルは，HM は海外市場でも通用する業態である
との認識をしめしており，例外なく中国にもこ
の業態を持ち込んだ。₁₉₉₅年に北京で中国新技
術創業公司と共同で「創益佳」という HM を
OPEN した。その後，短期間で上海，江苏，
広東，四川などの各都市に毎年₁₀店舗に上る猛
烈な勢いで店舗展開を行った。進出当時，総合
的品揃えや快適なショッピング環境の提供に
よって消費者の圧倒的な支持を得た。出店地域
は沿海大都市だけでなく，内陸大都市にまで広
がり，₂₀₀₆年にはついに₁₀₀店舗を突破し，中
国に進出した外資小売でトップの座に踊り出
て₉），中国の総合スーパーの業界標準ともなっ
た。
　しかし，近年，百貨店や HM 市場の成熟化，
消費の変化により業績に陰りが見え始め，店舗
展開のスピードが鈍くなった。₂₀₀₉年に，売上
で外資小売である台湾大潤発に逆転され中国市
場で外資小売ランキング ₂位になった。業績低
迷についてカルフールグループの副総裁で，カ
ルフール中国の CEO であるティエリ・ガルニ
エは，中国市場は日々進化しており，消費者の
行動の変化が速い。このスピードに追いつくの
に少々苦労していると語りながらも，HM 業態
はまだ大きな発展機会があるとか信じてい
る₁₀）。カルフールでは₂₀₁₆年からは業績を回復
させるために改革を進めて ₁年間で一気に新た
に₈₅の店舗を開店した。また，同じ年の₁₁月か
ら上海斜土路店の営業時間を従来の ₇：₃₀～
₂₂：₀₀から ₇：₃₀～₂₄：₀₀までに延長した₁₁）。
₂₀₁₇年に開店した上海成山店は従来と比べた売
り場面面積が縮小され，₆,₀₀₀ m₂ に留まっ
た₁₂）。とことが，心機一転を図った経営戦略も
失敗に終わり，₂₀₁₈年は₁₉店舗が閉店に追い込
まれた。
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②HDS（中国語で「折扣店」）
　カルフールは上海首聯超市公司と合弁会社を
設立し，₂₀₀₃年 ₄ 月に迪亜天天（ディアを指す
中国語の漢字）という HDS を北京に導入し
た₁₃）。迪亜天天は一般的に₅₀₀～₇₀₀ m₂ の小規
模店舗であり，PB 食品を中心に₁,₆₀₀～₂,₀₀₀
品目の商品を₁₅～₂₀％の低価格で提供する店舗
である。中国における迪亜天天の店舗面積は
₂₀₀～₅₀₀ m₂ でかなり小規模であり，₅₀₀～₈₀₀
品目の商品を取り扱い，小型スーパーマーケッ
トの役割を果たしている。価格において，PB
の占める割合が海外と比べて低く，商品全体の
₃₀％しか占めていなかったため，PB の大量販
売による価格優位を発揮できず，多くの商品価
格が₁₀％しか安くなかった。₂₀₀₅年 ₄ 月に上海
で₁₀₀店舗，北京で₇₀店舗を展開したものの₁₄），
競争が激しかった ₂つの大都市で経営不振が長
く続き，₂₀₀₆年 ₇ 月に上海聯華超市公司は撤退
するに至った。
③SM（中国語で「超市」）
　₂₀₀₄年に生鮮食品スーパーの冠軍超市
（Champion）を北京に開業し，₂₀₀₈年までに
₄₀～₅₀店舗を開店し，物流センターを設立する
予定であった。進出当時カルフールは北京で ₂
年間にわたる現地調査を行った結果，北京市民
の生鮮食品の消費量は収入の₂₅％を占めており，
この消費の大半は住宅団地の自由市場に向けら
れていることから住宅団地の自由市場近くを立
地選択とした。例えば，北京で開店した ₈店舗
のうち ₇ 店舗が自由市場から ₁ km の範囲内に
あった。品揃えにおいて，₂₀₀₄年の ₁号店では
中国の菜市場のイメージを強調し，₉₀％の商品
が食品であり，生鮮食品が主要な品目として全
体の₄₀～₅₀％を占めていた。しかし，数年後に
なると生鮮食品の数が開店当初よりかなり減っ
ただけでなく鮮度が落ちていた。冠軍超市は自
由市場と比べたら野菜の包装サービスや個別の
店舗で販売していた弁当が特徴的であった以外，
価格や食品鮮度で自由市場に勝てなかったため，
経営赤字が深刻化し，₂₀₀₆年に撤退した。
④CVS（中国語で「便利店」）
　₂₀₁₄年₁₁月₂₄日に，上海においてコンビニエ
ンス・ストア「Easy 家楽福」（カルフール
Easy）の第一号店舗が開店した。店舗面積は
₃₀₀ m₂ と普通のコンビニ店舗の約 ₃倍である。
品揃えは弁当や生活雑貨などの商品のほかフラ
ンスから輸入した菓子やワインなど₄,₀₀₀品目
を取り揃え，他社コンビニとの差別化を図って
いる。価格において，カルフールのスーパー
マーケットより高いが，店内に ATM，Wi-Fi
や飲食コーナーが設置されている₁₅）。₂₀₁₉年 ₃
月までには₂₄店舗を展開していた。
Ｂ．ウォルマート
　ウォルマートは参入当初，スーパーセンター
（以下 SuC と略記する）と会員制ホールセー
ル・クラブの ₂つの業態を展開していたが，そ
の後 SuC 中心に店舗展開をしている。₂₀₀₂年
には深圳でネイバーフッド・マーケット（以下
NM と略記する）を導入している。
①SuC（中国語：購物広場）
　₁₉₉₆年に深圳市出店を皮切りに，₂₀₀₁年以降
急スピード出店を行い，その後年間 ₈店舗程度
で規模を拡大させ，北の哈爾濱，内陸地方の太
原，西の重慶市にまで拡大した。しかし，中国
小売市場の成熟化とネット小売拡大に伴い，業
績の伸び悩みにより近年赤字店の閉店に踏み
切っている。また，食品比率を₅₀％に引き上げ，
若者と子育て家庭を主要なターゲットにし，
₂₀₁₇年 ₈月から武漢と昆明に，売場面積 ₅,₀₀₀ m₂ 
ほどの店舗を開いた。この店舗は従来の売場面
積より₄₀％縮小したコンパクトな店舗であり，
将来の中国におけるウォルマートの発展戦略と
しての位置付けとなっている₁₆）。
②WC（中国語「山姆店」）
　₁₉₉₆年に深圳に ₁号店を開店してから現在に
至るまで店舗数はわずか ₆店舗（₂₀₂₀年 ₄ 月現
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在，広州，深圳，福州，上海市に各 ₁店舗，北
京市に ₂店舗）しかない。WC は₁₉₈₃年から出
店している会員制のホールセール・クラブであ
る。商品はパレットに乗ったまま倉庫のような
売り場に陳列され，大型の高額商品以外はバル
ク（ケース単位など業務用の大容量単位）で販
売されている₁₇）。中国進出後 SuC と比べて店
舗展開の遅い要因が以下の ₂点から考えられる。
　a. 会員費の徴収である。WC の個人会員は会
員カードの枚数に応じて年間平均₅₀～₁₅₀元を
支払う必要がある。会費を払って買い物をする
ことに中国の消費者は理解できなかった。
　b. 出店戦略にある。中国市場でも従来通り
競争相手が少ない田舎での出店戦略を取ってい
る。しかし，自家用車の普及率が低い中国市場
では不適切だったため，収益が低かった。便利
性を求め家の近くで買い物をする中国の消費者
の購買ニーズを無視して交通の不便な場所での
出店により集客力が落ち，店舗収益が低下した。
③NM（中国語「恵選店」）
　₂₀₀₂年深圳で住宅に開店した中型店舗である。
その特徴は，店舗面積がコンビニエンス・スト
アより大きく，標準的なスーパーマーケットよ
り小さい ₃₀₀ m₂ で，食品と日用品中心の品揃
えで，低価格販売を行っている₁₈）。
Ｃ．テスコ
　テスコは中国市場で HM，Express store（中
国語：便捷店），Extra（中国語：楽購天地）の
₃つの業態を展開していた。HM 業態の平均面
積は ₆,₀₀₀～₈,₀₀₀ m₂ であり，食品や日用品を
主とした₂₅,₀₀₀品目の商品を品揃えしている。
Express store は中国市場初の，外資小売が導
入した新しい業態である。
2．2　品揃えの方針と実態
Ａ．カルフール
①品揃え方針
　中国で展開されているカルフールの HM は
本来のイメージとはやや異なる。カルフールの
HM は食品と非食品商品を魅力的な価格で提供
し，売場面積は ₅,₀₀₀～₂₀,₀₀₀ m₂ 程度の広さを
有し，平均₇₀,₀₀₀品目の商品を取り扱っている。
それに対して，中国で展開されている店舗の広
さは ₄,₂₀₀ m₂ 以上であるが，取り扱う品目数
は₂₀,₀₀₀品目と公表されており，通常の品目よ
り大幅に少ない。しかし，食品，日用雑貨，衣
料品，家電用品などを豊富に品揃えし，品目に
おいても充実させ，ワンストップショッピング
を推進している。₂₀₀₇年にはカルフール中国の
副総裁である Claudio Gouveia によれば中国全
店舗商品の₉₅％が現地調達であった。また，中
国各地の店舗で販売されている商品が消費者の
嗜好に合わせた品揃えを行っている。その特徴
は以下の通りである。
　a. 現地の消費者の好みに合わせて品揃えを
行っている。ウイグル自治区の新疆では現地の
名産物である葡萄，メロン，ワインを販売し，
一方中国の南の地域では当地域の顧客の大好物
である蛇を販売している₁₉）。
　b. 外国人消費者の好みも重視している。上
海古北店の消費者の₄₀％が周辺に住んでいる外
国人であることから，ワイン，チーズやオリー
ブ油などの高級品を輸入し外国人消費者に提供
している₂₀）。その輸入食品の数は，₂₀₁₆年にカ
ルフール中国の CEO であるティエリ・ガルニ
エによれば₇,₀₀₀品目に達したと言われてい
る₂₁）。
②PB
　₂₀₀₄年 ₆ から各店舗で PB の販売を始めた。
対象商品は生鮮食品，日用雑貨，日用品，衣類
の ₄ 種類であり，その中で食品₁₇₀品目，非食
品₂₆₅品目であった₂₂）。品目数は₂₀₀₅年の₁,₀₀₀
品目から₂₀₀₈年には₂,₀₀₀品目までに増えてい
る₂₃）だけでなく，商品全体に占める割合も導
入当初の ₅％から₃₀～₃₂％までに増えている。
₂₀₀₈年には中国で販売している PB の₈₀％が現
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地メーカーによって提供されている₂₄）。中国で
展開している PB は ₅つのブランドがあり，競
合商品より ₂割安い価格で提供している。この
₅つのブランドは以下の通りである₂₅）。
　a.「家楽福（カルフール）品質体系」（Filiere 
Qualite Carrefour）：生鮮食品のブランドである。
主要商品として青果，チーズ，肉，海鮮品など
である。
　b.「家楽福（カルフール）」：日用維貨のブラ
ンドである。このブランドは₁₉₉₇年に台湾で初
めて発売したもので，後に食品にも進出してい
る。
　c.「Firstline（中国語で福斯莱）」：家電のブ
ランドである。家電，計算器，カメラ等がある。
　d.「Harmonie（中国語で欧蕴）」：繊維のブ
ランドであり，カルフールが中国市場で発売し
た初の PB でもある。衣類・靴下・タオル・寝
具等がある。
　e.「棒」：日用品のブランドである。このブ
ランドには炭酸飲料と家電製品などがある。
　上述したように，PB は₅つのブランドのよっ
て展開されており，品目数は増加傾向にある。
しかし，品質問題も度々起きている。例えば，
₂₀₀₆年大連市の店舗で販売したロックの合鍵で
同じブランドのロックを多数開けられる品質問
題が発覚し，その後の調査で中国各地の店舗で
も同じ品質問題が確認され，消費者の間で衝撃
が走った。また，迪亚天天が販売した牛肉そぼ
ろから基準値を超える大腸菌群が検出されてい
る₂₆）。
③産地直送による生鮮食品の品揃え
　₂₀₀₇年から生鮮食品を農家或いは農場から直
接配達（中国語で「農超対接」）を始めており，
₂₀₁₆年までに全国₁₉₁農業協同組合（中国語「農
民合作社」）と連携することにより鮮度の高い
有機野菜を供給することによって顧客から高い
評価を得ている₂₇）。
Ｂ．ウォルマート
①各業態の品揃えの特徴
　ウォルマートで販売している商品の₉₅％が中
国製品である。主要な業態における品揃えの特
徴は以下のようである。
a. SuC
　生鮮食品，衣類，家電，日用雑貨などを平均
₂₀,₀₀₀アイテムの商品を揃え，家族向けワンス
トップショッピングを提供している₂₈）。
b. WC
　取扱っている商品品目は₄,₀₀₀種類であり，
少品目高販売量を目指している。WC では商品
の品目を厳選し，高品質ブランド製品の品揃え
戦略を取っている。例えば，深圳の WC で販
売しているエアコンブランドは ₂種類だけであ
り，高品質製品メーカーである中国の江門産の
三菱と日本産の三菱だけを販売している₂₉）。
c. NM
　深圳にある SM 店舗には₁,₀₀₀～₂,₀₀₀品目の
食品及び日用品が品揃えられている₃₀）。
②PB
　₂₀₀₃年から中国で PB の開発に着手している。
対象商品は食品，日用雑貨，日用品，衣類など
であり，₂₀₀₅年には₁₃アイテムまで拡大させ，
₁,₈₀₀品目に上っている。ウォルマートの PB
は競合商品より ₅％～₂₀％割安価格で販売して
いる。中国市場で主に以下のような ₃ブランド
を展開している₃₁）。
　a.「Great Value（中国語で恵宜）」：このブラ
ンドはウォルマートが中国市場で開発した主要
ブランドである。主に食品及び日用品などがあ
り，₂₀₁₈年には₂,₀₀₀品目を上っている。₂₀₁₈
年には中国伝統の端午節に合わせて，五香斋ブ
ランドの粽子を販売し，現地消費者ニーズに対
応した₃₂）。
　b.「Mainstays（中国語で明庭）」：家具用品
ブランドである。
　c.「Simply Basic（中国語で簡适）」：衣類ブ
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ランであり，衣類の他に靴下，帽子，傘，化粧
品，ベッド用品もある。
③輸入商品
　アメリカにおけるウォルマートの本部或いは
世界各地から高品質の商品を輸入している。価
格がウォルマートの通常商品より比較的高めで
あり，商品全体に占める割合は低い₃₃）。
④食品偽装問題
　重慶市のウォルマート店舗で低価格の一般の
豚肉を「緑色食品」（有機食品）認証の食品と
偽装して，高価格で販売していたことが発覚し，
重慶市政府から各店舗に対して₁₅日間の営業停
止と罰金₂₆₉万元を課せられた。
Ｃ．テスコ
　①テスコの HM 業態は食品，日用雑貨，家
電などの₃₅,₀₀₀品目を揃えしている。CVS は食
品を中心に₂,₀₀₀品目を揃えられ，その中で PB
の占める割合が高くなっている。
②PB
　₂₀₀₇年から中国市場で PB に着手しており，
主として，低価格製品ライン Value（中国語：
超値）」と基本ライン（中国語：標準）の ₂ 種
類のブランドを展開している。近年，PB の拡
充を進めている。例えば，福州道店内には，食
料品₁₇₉種類だけでなく，寝具やキッチン用品
など日用雑貨品₁,₀₀₀種類があった₃₄）。また，
地域ニーズに適した国際 PB の輸入も行ってい
る。例えば，山東省に進出する際に，現地人に
韓国人の割合が高かったことや中国北の地域で
は韓国食品に対する嗜好が強かったことに対応
し，₄₉品目の自社の韓国食品 PB を揃えた。缶
詰，醬油，みそ，柚子茶などを華北₂₁店舗に揃
えられ，消費者の高評を得た₃₅）。
2．3　売場作り
Ａ．カルフール
　カルフールの売場作りには以下のような特徴
がある。
　①カルフールの店舗は ₂階建（地上 ₂階或い
は地下 ₁階地上 ₁階）が多く，売場は ₂つの部
分に分かれ，入口と出口も別々に分かれている。
入口が設置されている ₂階には日用品雑貨と家
電製品売場があり，出口が設置されている ₁階
には生鮮食品，加工食品，日用消耗品売場があ
る。生鮮食品と家電製品売場には販売員がサー
ビス対応を行っている。
　②天井には大量の POP 広告が吊り下げられ，
商品棚には PB の文字が目立ち，カルフール
PB が一目で分かる工夫が施されている。
　③食品コーナーでは厨房が見えるインスト
ア・ベーカリーで焼き立てパンが販売され，惣
菜コーナーではオーブン・グリルを使った肉が
販売され，青果売り場ではバスケットに盛られ
た野菜が量り売りされ，鮮魚売り場では鮮魚の
加工実演販売が行われている。
　④中国の消費者は野菜・果物の鮮度に対する
関心が高いため，冷蔵ショーケースを設置し，
適切な温度管理を行っている。また，霧をふり
かける設備を導入することによって，鮮度を維
持している。また，各業態における生鮮食品の
特徴は以下の通りである₃₆）。
　a. HM 業態：生鮮食品部門は売場の₃/₅の割
合を占めている。例えば，南京市の大橋店の店
舗面積は ₆,₃₀₀ m₂ であり，₁₈,₀₀₀品目の商品の
中，生鮮食品は₁,₀₀₀品目以上を占めている。
₁階 ₃,₀₀₀ m₂ の売場は主に食品であり，青果，
肉，鮮魚が販売されている。
　b. HDS 業態：売場内の食品の占める割合が
非常に高い。例えば，北京劲松区内の冠軍店の
売場面積 ₃,₀₀₀ m₂ の₉₀％を青果，加工食品，
海鮮などが占めている。
　c. SM 業態：北京清河永泰区にある迪亚天天
の売場面積 ₄₀₀ m₂ の₁₃％を生鮮食品が占めて
いる。
Ｂ．ウォルマート
　①店舗入口の目立つ場所に「天天平価」
広島経済大学経済研究論集　第43巻第 1号38
（EDLP の中国語漢字）POP 広告を掲げ，消費
者に安いイメージを与える工夫が行われている。
　②進出当初は中国式の売場雰囲気の演出が行
われていなかったが，数年後に春節に店舗の入
口に縁起のいい文句を書いた紙を貼り，店内に
も飾り物を掛けて，賑やかな雰囲気を演出する
ようになった₃₇）。
Ｃ．テスコ
　売場雰囲気の演出が地域によって異なってい
る。例えば，山東省における店舗には輸入食品
コーナーを設置しており，韓国食品や缶詰，ワ
インなどで「英国」を感じさせる商品は皆無と
言われている。一方，沈陽の Tesco Extra（楽
購天地）の売場にはレストラン，コーヒー
ショップなどがあり，英国の雰囲気が漂ってい
た₃₈）。
2．4　価格政策の特徴
Ａ．カルフール
　①中国参入当時，低価格イメージ戦略を採用
した。ターゲット顧客を働く世代に絞り込み，
特に購買頻度の高い日用品分野に力を入れ，競
合他社より₁₀％～₂₀％低く価格設定を行うこと
によって，消費者にカルフールの商品が安いと
いうイメージを与え，より多くの消費者がカル
フールの商品を選ぶ要因となっている₃₉）。また，
競合他社に対抗するために，地域内最低価格戦
略を採用し，店舗の安売りイメージを定着させ，
常連顧客の数の確保に努めている。地域内最低
価格を実現するために，各店舗では数人がチー
ムワークを組み，競合店舗の価格調査を行い，
地域内最低価格情報を常時収集することに努め
ている。
　②PB において通常価格より₁₅％～₃₀％低め
に設定している₄₀）。
　③祝日などのセール期間において，仕入れ価
格より安い商品を販売し，消費者の購買意欲を
引き起こし，売上高を増加させている。例えば，
開店セール期間に通常₇₉₉元のソファを₅₉₉元で
販売し，消費者の間で好評となり，短期間の
セールにもかかわらず₄₀₀万元を超える売上を
達成している₄₁）。その一方で，₂₀₁₁年 ₁ 月末に
一部の店舗に価格表示に関する詐欺行為が発生
し，表示価格より高く支払わせていたことが発
覚して，中国当局から₃₅万元の罰金を受けてい
る₄₂）。また，₂₀₁₃年末に太原店においても同様
な価格詐欺が再び起きた₄₃）。このような価格詐
欺はカルフール一部店のみで発生したが，消費
者の間で衝撃となり，カルフール各店の商品価
格に対する信頼度が下がっている。
Ｂ．ウォルマート
　①EDLP はウォルマートの主要な低価格政策
であり，中国でも競合他社より₂₀％の低価格戦
略を取っている。
　②₂₀₁₁年 ₁ 月下旬，カルフールの一部の店舗
で発生した価格表示に関する詐欺行為がウォル
マートでも発生している。沈陽市ウォルマート
中街店で販売していた餃子用の小麦粉 ₅ kg の
原価は₃₀.₉元であり，特売価格₂₁.₅元で販売し
ていたが，消費者が実際に払った金額は₂₃.₉元
であった₄₄）。詐欺行為が発覚後ただちに停止さ
れ，表示価格より高く支払わせた分の差額を返
却された，中国当局より罰金₅₀万元を受けてい
る。このような違法行為により，ウォルマート
各店の商品価格に対する信頼度が下がり，顧客
満足度も低くなったと考えられる。
Ｃ．テスコ
　①「最低価格保証」戦略を採用して低価格を
アピールし，半径 ₃ km 以内，テスコより安い
価格で商品を提供している店があれば， ₂倍の
金額を返金するとしている。テスコ中国の
CEO である Ken Towle によれば，競合他社の
動きに応じて，価格を変更しているという₄₅）。
しかし，₂₀₀₇年に，北京に進出当時，₂ km 範
囲にウォルマートが店舗を構え，EDLP 戦略を
実施しており，テスコの低価格実現が厳しい状
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況に直面していた₄₆）。
　②通常，PB の価格を NB より₁₅％～₂₀％低
めに設定しているが，短期的に実施する低価格
戦略において，最大₄₀％まで低く設定している。
例えば，₂₀₀₉年の春に実施した低価格戦略にお
いて，₅₀₀品目の商品が通常価格より₂₅％～
₄₀％低かった₄₇）。
2．5　販売促進策
Ａ．カルフール
　①カルフールは常に祝日ごと或いは季節ごと
にある主題をテーマとして販売促進活動を展開
している。例えば中国伝統の記念日・祭日であ
る ₅月 ₅日の端午節に粽， ₈月₁₅日の中秋節に
月餅， ₉月 ₉日の重陽節に高齢者向け商品， ₁
月₁₅日の元宵節には湯圓（中国の伝統的な食べ
物の一つであり，ゴマや小豆の餡が入ったもち
米で作った団子）を販売し，賑やかな雰囲気を
演出することによって顧客を魅了している。さ
らに外国の記念日（バレンタイン，クリスマス
等）にも多くのイベントを実施している₄₈）。
　②上述したような季節に応じた短期販売促進
を行っているだけでなく，長期的な販売促進戦
略も行っている。その詳しい内容は以下の通り
である。
　a. 定期的なチラシ，情報誌（チラシの冊）等
を配る。これと同時に，自社ホームページにチ
ラシや情報誌・販売促進活動等の情報を掲示し
ている。
　b. テレビや新聞による広告宣伝や多種多様
な販売促進イベントを積極的に開催している。
　③₂₀₀₆年 ₂ 月には，₁,₀₀₀万元を投資し中国
伝統の自由市場の経営方式を研究し，自由市場
の雰囲気を演出するために，鮮魚売場では活魚
を水槽で展示販売している。例えば，内モンゴ
ルフフホト市（呼和浩特市）新華広場店には鮮
魚₂₀種類が展示販売されており，欲しものがあ
れば顧客自ら網で取り鮮度を確認することがで
きる。また，顧客が頼んだらその場で下処理も
してくれる。下処理された鮮魚を氷の上で展示
販売もしている₄₉）。
　④サービス
　a. 無料の駐車サービスを提供している。
　b. 無料送迎バスを運行している。
　c. 少数の品目限定商品以外商品購入から₁₅日
以内であれば，商品の無料返品を行っている。
　d. 購入金額が一定の条件を満たした場合に
無料商品配達を行っている。例えば，北京創佳
店の場合，購入金額が₃,₀₀₀元以上で ₃₀ km 以
内を条件としている。
Ｂ．ウォルマート
　ウォルマートの販売促進策には以下な特徴が
ある。
　①広告宣伝においてテレビ CM はまれであり，
主として POP 広告，DM 或いは新聞を多く採
用している。これら広告の大きな特徴は商品価
格宣伝が目的となっている₅₀）。
　②会員割引は中国でよく使われている販売促
進策である。例えば，深圳の山姆店では中国全
土どこから来たかを問わず，山姆店の会員であ
れば店内すべての商品を表示価格より ₅％引き
としている₅₁）。
　③人的販売はウォルマートの中国の電気製品
部門でよく使われている販売方式である。人的
販売を採用することによって，消費者に使い方
の説明，検品や返品を担当することで商品の信
頼性を向上させる狙いがある。
Ｃ．テスコ
　①長期間かつ多種多様な販売促進イベントを
開催することを通じて，低価格戦略を訴えてい
る。
　②無料送迎バスを運行している。
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2．6　組織体制
Ａ．カルフール
①分権的組織体制から集権的組織体制へ
　カルフール中国の副総裁の話によれば，「参
入当初，フランスを発祥地とするカルフールに
とって，中国はまるで大陸のようなものであり，
各省がヨーロッパの概念における国に相当する
ものであった。また，各地に出店スピートを加
速化させたため，統一された商品調達システム
や管理体制が追い付かなかった。そのため，分
権型組織体制を取らざるを得なかったが，中国
における発展が一定の規模に達した時点で，集
権的組織体制を取る」と₅₂）と述べていた。
　カルフールは₂₀₀₅年から「本部一 ₇区域一店
舗」の ₃段階に分かれた分権型組織体制を取っ
ている。本部は上海におかれ，全国事業を統括
する「中国 CEO」 ₁名をつけた。そのもとで，
₇つの出店地域では「区域マネージャー」 ₇名
を置いている。本部は区域と店舗に一部の自由
裁量権を与え，各地域の店舗運営を店長に任せ
た。具体的に，資金運用や人事決定権のほか，
品揃え，価格，棚割，販売促進および一部の商
品仕入の権限が店長に与えられた。分権的体制
を取ることによって，中国の複雑な地域特性に
適合した柔軟な店舗運営体制をつくり，地域の
消費者ニーズに的確に対応することが可能に
なったが，店長権限の拡大により腐敗問題が多
く起きた。
　₂₀₀₇年から ₄区域（華東，華中，華南，華北）
に分けられ，区域の下に上海，成都，広州，北
京の ₄ つの都市を単位とした CCU（CITY 
COMMISSION UNIT）を設置し，従来の店長
が持っていた商品の仕入れ，商品の品揃え，販
売促進，人事決定権などを CCU に任せて，集
権的管理体制を取るようになった₅₃）。この直後
から上海を初めとする華東地域の店長，地域責
任者，仕入れ担当者ら数人の辞職が報じられて
いる。その背景には組織改革により店長権限の
縮小や給料水準の改定などが要因となっている。
　人事に関して出来る限り現地スタッフを採用
することを原則しており，少数の高層管理職の
外国人以外，₉₅％の管理職は中国人である。
②供給者関係
　中国に進出した直後自社の物流センターを持
たず，取引先メーカーが店舗へ直接配送を行う
直接取引方式を取り，取引先から入場費を徴収
した。当時，中国における食品や日用品のサプ
ライヤーは小規模・分散的でブランド力が弱
かった。そのため，外資系の大手小売企業の販
売チャネルを通じて売上を拡大させ，ブランド
イメージを高めるために，高額の入場費を払っ
てもカルフールの売場で商品を陳列してもらい
たかった。一方，カルフールは国際ブランドの
知名度や大量仕入れ・大量販売の優位性を活か
して，供給者から高額の入場費を徴収した。こ
の入場費がカルフールの売上高の₁/₃を占めて
いたと言われている。サプライヤーの大幅な増
加につれて，カルフールはチェーン本部からの
経営業績向上の圧力から入場費の種類や金額を
絶えず拡大させていた₅₄）（表₁⊖₁）。しかし，
₂₀₀₃年に，阿明，恰恰，正林などの有名乾物
メーカー₁₀社がカルフールによる多額の入場費
要求に耐えられず，カルフールに取引における
徴取項目の不合理さ，徴取過程の不透明さ，取
引における不平等な地位について交渉を行った。
カルフール側は，入場費徴取することは国際慣
例に準じているとの主張に対して，乾物メー
カー側は，入場費徴収は不合理的あると両者が
対決した₅₅）。最終的に両者は決裂し，取引中止
となった。その後も入場費徴収を拒否する大手
企業も後を絶たなかった。例えば，₂₀₁₀年には
インスタントラーメンメーカーである康师傅が
原材料費の価格上昇により値上げ要請を行った
が，カルフール側の拒否により取引が中止と
なった。この事件に商務部が強い関心を示し，
₂₀₁₁年に商務部が不正な費用徴取行為を集中的
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に取り締まるようになった以降，入場費徴収で
収益を得ることが難しくなった₅₆）。
Ｂ．ウォルマート
①集権体制
　ウォルマートは集権的な管理体制を導入して
いる。ウォルマートは ₅大区域に分けて管理し
ているが，実際にアメリカ本部による集権的な
管理を受けている。出店業務は事業発展部で事
業を進めているが，出店に関する主要な意思決
定はすべてアメリカ本社によって行われている
ため，アメリカ本社と中国現地との調整に時間
がかかっている。
②供給者関係
　中国進出直後自社の物流センタを持っていな
かったこと，また適した現地取引先を見つから
なかったことにより，飛驰公司を通した間接取
引方式を行わざるを得なかった。₂₀₀₁年に深圳
でグローバル物流センターを設立後直接取引の
比率を上げている。₂₀₀₂年からカルフールと異
なり供給者から入場費を徴収しない方針を明ら
かにする一方で，仕入れコストを抑えるために
サプライヤーに対する選別基準が極めて厳しく
なった。仕入れコストを抑え，低価格戦略を実
現させために，現地の取引先の品質，生産コス
ト，在庫管理にまでコントロールするように
なった。サプライヤーに対し，初出荷商品の価
格を原価ギリギリまで抑えるよう要求するよう
になった₅₇）。供給者から入場費を徴収しない方
針を表明してから間もなくの₂₀₀₃年からウォル
マートでは仕入れ担当者が供給者側から祝祭行
事費などを賛助費（スポンサー費のこと）とし
て徴収するようになった₅₈）。初期には一部の企
表 1−1　カルフールの入場費一覧表
入場費の項目 金額
フランスの店舗に対する祝賀行事費 毎年₁₀万元
中国の店舗に対する祝賀行事費 毎年₃₀万元
新店オープン支援費 ₁～ ₂万元
既存店の改装 ₁～ ₂万元
DM 手数料 一店舗当たり₂,₃₄₀元
エンド陳列費 一店舗当たり₂,₀₀₀元
新製品の陳列手数料 一店舗当たり一商品当たり₁,₀₀₀元
供給業者側販促人件費管理費 ₁人一ヶ月当たり₂,₀₀₀元
ステージ陳列費 一店舗当たり ₃～₁₀万元
商品購入割引 売上高の ₈％
サービス費 売上高の₁.₅％～ ₂％
諮問費 販売総額の ₁％
商品配達の遅れに対する補償手数料 一日当たり配達商品の価格の₃/₁,₀₀₀
損失費 保管不全のため生じた商品損失を供給業者が賠償
無理由に商品を取り戻す 売上高の ₃％～ ₅％
税金の差に対する補償手数料 売上高の ₅％～ ₆％
最低価格差額
他の小売商がカルフールより低い価格で販売するところを
発見したら，差額の弁償と一定額の罰金の支払いを課す
出典：王東萍著『家楽福零售方法』広東経済出版社，₂₀₁₀年，₆₈頁を参考に作成。
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業から徴収していたが，その後供給者全体から
徴収するようになった。
Ｃ．テスコ
①集権体制
　中国における組織構造は，「本部一 ₄ 区域一
店舗」の ₃ 段階に分かれた集権的組織体制を
取っている。本部には全国事業を統括する「外
国人 CEO」が ₁ 名おり，そのもとで， ₃ つの
出店地域（ ₃区域とは上海を含む華東，北京を
含む華北，広州を含む華南など）では「区域マ
ネージャー」 ₁ 名を設けている。外国人 CEO
はイギリスからの派遣者であり，中間管理職の
大半は現地人に任せている。₂₀₀₄年進出する際
にイギリスから ₈名の管理職人を派遣した。当
初頂新グループとの株式比率が ₁： ₁となって
いたため，区域の人事においても ₁： ₁の比率
により権限を委ねていた。イギリス側が不動産
業の開発と買収，立地選択の権を握り，頂新グ
ループ側が仕入れと店舗運営権を握っていた。
イギリスが立地選択において，交通未発達な郊
外を選び，駐車場の確保を優先した。当時自家
用車がまだあまり普及していな中国において，
郊外店舗は多くの顧客を見込むのが難しかった
ことにより頂新グループ側から不満の声が上
がっていた。両社 ₁： ₁の管理がうまくいかず，
カルフールとウォルマートが毎年平均₁₅～₂₀店
舗を展開したに対して，テスコは ₂年間で₂₀店
舗しか出店出来なかった。₂₀₀₆年にテスコが楽
購を完全所得した後頂新グループの CEO であ
る魏應をはじめとする多くの中国系管理職のメ
ンバーが離職した₅₉）。
②供給者関係
　品揃えの₉₀％以上が現地サプライヤーから直
接仕入れしている。₂₀₁₁年にはテスコと取引し
ていたサプライヤーの数が₁₂₀社を達していた。
テスコがサプライヤーから入場費を徴収してお
り，その金額が中国市場でカルフールに次ぎ ₂
番目となっている。また，仕入れ在庫の余りを
サプライヤーに大量返品するように要請したこ
とでも知られている。
2．7　中国市場の商習慣に関する認識
Ａ．カルフール
　カルフールは台湾進出によって中国文化を
習った。また，中国進出前に数年もかけて市場
調査を行ったにもかかわらず，中国の商習慣を
理解していなかった。青島に進出する際に，卵
をパック包装し，野菜の根っ子をカットして販
売した。中国では卵は籠売りで，野菜は根っ子
を落とさずに販売する習慣があるため，カル
フールの欧米型販売方式が消費者の不評を買っ
た。これにより，カルフールは現地消費者の馴
染みのある自由市場を通して，中国の商習慣を
習うとした₆₀）。
Ｂ．ウォルマート
　中国進出当初，箱売りの大ロット日用品や折
り畳み式梯子，また自家用車を持っていない中
国の消費者が日常的に買わないタイヤなどを販
売していた。この販売方式が消費者に馴染みが
なかったため，進出数年後には見直しされ， ₁
元の小口包装化した商品まで販売されるように
なった₆₁）。
Ｃ．テスコ
　イギリス本部から派遣された管理者の中国現
地市場の商習慣に対する認識が低く，本部主導
の標準化した品揃えが地域性に対応できてない。
中国の国土が広いだけでなく，各地域の消費ス
タイルがさまさまであり，その地域特性品が多
い。食べ物の好みで言えば，華北地域の人々は
酸味を好み，四川地域の人々は麻辛味を好む。
テスコが揚州から仕入れた白酒が，上海地域の
消費者から偽物と疑われた。それは，扬州の白
酒のアルコール濃度は₅₃であり，一方，上海地
域に売られている酒のアルコール濃度が₅₂から
であった₆₂）。集権体制の下，店舗が仕入れ調整，
価格や売り場変更の際に，地域区―中国区―本
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部へ順次報告し，上層部からの指示を得る必要
があり，柔軟な対応が出来なくなった。
　ここで取り上げた三社の販売方策をまとめれ
ば次のような表で表すことができる（表₁−₂）。
3．　販売思想の視角から見た三社の特徴
3．1　販売の各側面の特徴
①中国進出の動機と参入方式
　参入動機において，欧米三社は中国₁₃億人の
表 1−2　三社の販売方策の比較表
会社名 カルフール ウォルマート テスコ
出身国 フランス アメリカ イギリス
展開期間 ₁₉₉₅～₂₀₁₉年 ₁₉₉₆～ ₂₀₀₄～₂₀₁₃年
参入方式 ・マネジメント・カンパニー
・合弁会社
・独資
・合弁会社
・買収
・独資
・買収
・独資
展開業態 ・HM
・HDS
・SM
・CVS
・SuC
・WC
・NM
・HM
・Express store
・Extra
進出動機 ・小売が未発達の巨大市場
・ヨーロッパ市場の飽和
・魅力的な消費市場
・競合他社に対する競争意識
・自国市場飽和
・海外市場での苦戦
品揃え方針 ・通常の HM より品目数が少ない
・商品の現地調達の比率が高い
・現地の消費者ニーズを重視
・PB の品目数が年々増加傾向にある
・展開しているブランドが少ない
・産地直送
・各業態における品目数が通常
より少ない
・商品の現地調達の比率が高い
・各業態のアイテムが通常より
少ない
・PB のブランド数が少ない
・高品質の商品の輸入
・食品偽装問題
・主要な業態の品目数が
通常より少ない
・現地の消費ニーズに適
した PB の輸入してい
る
売場作り ・売り場が ₂つに分かれている
・PB を見つけやすい工夫がされてい
る
・フランスらしくマルシェの雰囲気
を演出
・生鮮食品の占める割合が高い
・安いイメージを与える工夫が
されている
・進出当初は中国式の売場雰囲
気の演出が行われていなかっ
たが，数年後演出するように
なった
・売場雰囲気の演出が地
域によってばらずき
価格政策 ・低価格イメージ戦略を採用
・セール期間中の価格が仕入れ価格
より安い
・価格表示詐欺
・EDLP 戦略
・価格表示詐欺
・地域最低価格保証戦略
販売促進策 ・短期的にある主題をテーマとして
販売促進活動を展開
・長期販売促進策として CM，定期的
なチラシを採用
・中国の自由市場の販売方策の習い
・主に POP 広告，DM 或いは
新聞を採用
・会員割
・人的販売
・長期的に販売促進策を
採用
組織体制 ・参入初期に分権的組織体制を行い，
店長に店舗権限の一部を与えた
・₂₀₀₇年から集権的組織体制を取っ
たことにより，店長権限が縮小
・供給者から入場費を徴収
・高額な入場費徴収に反発した供給
者が取引を中止
・集権的組織体制
・直接取引の比率が上がってい
る
・供給者から賛助費を徴収
・集権的組織体制
・直接取引
・供給者から入場費を徴
収
日本商習慣
の認識不足
・現地の販売方式についての認識不
足
・アメリカ仕様商品の販売
・現地消費ニーズに対する認識
不足
・現地の商習慣に対する認
識不足
・標準化した品揃えが地
域に対応できず
出典：三社の販売方策を参考に筆者作成。
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巨大市場に大きな関心を抱いていた。カルフー
ルは文化や社会構成がほぼ中国と同じ台湾に進
出し成功を収め，台湾より何十倍もある中国市
場に大きな関心を抱いていた。ウォルマートは
同じ業態を持つ競争相手に中国を初めとするア
ジア市場を先取られたくなかった。また，₁₉₉₀
年代，ウォルマートの第 ₂ 次 CEO である
David Glass は，「中国はウォルマートが再び
奇跡を起こすことを可能にするアメリカ以外の
唯一のグローバル市場である₆₃）」と述べている。
David Glass の話から，ウォルマートは中国進
出をグローバル・ソージングとしての明確な位
置付けしていたことが覗える。テスコは国内市
場の飽和により成長を海外に求めしかなかった。
中国潜在市場を見極め，世界小売市場で上位に
立つためには，中国市場を無視できないとの認
識を示していた。
　参入方式において，カルフールとウォルマー
トが参入当時，中国で外資小売に対する政策制
限が厳しかったため，規制対象にならないマネ
ジメン・カンパニー方式や合弁方式を採用して
いる。中国が WTO 加盟以降三社は買収や独資
方式を用いるようになった。
　業態展開において，三社ともに小売市場が未
発達である中国市場に自らの得意とする主力業
態を採用している。
②品揃えの方針と実態
　カルフールでは，品目数において，カルフー
ルが品揃えしている通常の品目数より大幅に少
ないが，商品の現地調達率が高くなっている。
中国各地の店舗で販売されている商品が消費者
の嗜好に合わせた品揃えを行っている。PB は
₅ブランドによって展開しており，品目数が増
加傾向にあるが，品質問題が起きている。
　ウォルマートにおいても，各業態において通
常の品目数より大幅に少なくなっている。商品
の現地調達率が高くなっているが，一部の高品
質の商品を輸入販売している。PB 商品の売上
高に占める割合が年々高くなっており，品目数
も拡大傾向にある。ウォルマートでは食品偽装
問題が起きて営業停止と罰金が課せられている。
　テスコでは， ₂種類の PB を主として展開し
ており，地域ニーズに適した PB を輸入してい
る。
③売場作り
　カルフールではフランスらしくマルシェの雰
囲気が演出され，現地の消費者の野菜や果物の
鮮度に対する関心が高いことに対応するために，
冷蔵ショーケースを設置し，適切な温度管理を
行っている。また，霧をふりかける設備を導入
することによって，鮮度を維持している。各業
態において生鮮食品の占める割合が高くなって
いる。ウォルマートでは，進出当初は中国式の
売場雰囲気の演出が行われていなかったが，進
出数年後には中国式の売場雰囲気を演出される
ように売場が修正されている。一方，テスコで
売場演出が地域によって異なっている。
④価格政策の特徴
　カルフールでは，中国参入当時低価格イメー
ジ戦略を採用した。地域内最低価格を実現する
ために，各店舗では数人がチームワークを組み，
競合店舗の価格調査を行い，地域内最低価格情
報を常時収集している。セール期間において，
仕入れ価格より安く販売している一方で，価格
表示詐欺が発生し，消費者の信頼が下がってい
る。
　ウォルマートでは EDLP 政策を実施している。
カルフール同様価格表示詐欺が発生し，各店の
商品価格に対する信頼度が下がり，顧客満足度
も低くなっている。
　テスコでは，最低価格保証戦略を採用し，半
径 ₃ km 以内，テスコより安い価格で商品を提
供している店があれば， ₂倍の金額を返金する
としている。
⑤販売促進策
　カルフールでは，祝日ごと或いは季節ごとに
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ある主題をテーマとして短期の販売促進活動と
長期的な販売促進戦略を実施している。ウォル
マートではコストダウンを図るためテレビ CM
は使われておらず，会員割引や人的販売を主と
している。テスコでは長期間かつ多種多様な販
売促進イベントを開催することを通じて，低価
格戦略を訴えている。
⑥組織体制
　組織体制の特徴として，カルフールでは，
₂₀₀₅年から本部一 ₇区域一店舗の ₃段階に分か
れた分権型組織体制を取り，中国の複雑な地域
特性に適合した柔軟な店舗運営体制をとり，地
域の消費者ニーズに対応した。しかし，店長権
限の拡大により一部の店舗では腐敗問題が多く
起きた。そして，₂₀₀₇年から集権的体制に変更
し，店長権限が縮小された。ウォルマートとテ
スコでは集権的組織体制が導入され，経営意思
決定権が本部からの判断に譲れている。これに
より，ウォルマートでは意思決定において本部
と中国現地との調整に時間がかかっており，テ
スコでは店舗の立地選択が現地に適していない
ことに対する不満が上がっている。
　供給者と関係において，カルフールとテスコ
はサプライヤーから入場費を徴収することに
よって収益を得ている。ウォルマートではカル
フールと異なり供給者から入場費を徴収しない
方針を明らかにしたものの，実際には担当者が
供給者側から祝祭行事費などを賛助費（スポン
サー費のこと）として徴収している。
⑦中国商習慣に関する認識
　三社は進出当初，中国市場に対する商習慣に
対する認識が不十分であった。カルフールは台
湾進出からはじめ中国文化や商習慣を習った。
また参入する前から数年かけて市場調査を行っ
たにも関わらず，現地の商習慣を理解していな
かった。
　ウォルマートでは，参入当初品揃えに関して
現地対応が出来なかった。ウォルマートの販売
方式が消費者に馴染みがなかったため，進出数
年後には見直しされている。
　テスコでは，本部に集中管理されすぎたこと
により，地域対応が欠けている。
3．2　販売思想の考察
①普遍性への確信
　本研究では中国進出を果した欧米小売大手三
社を事例として取り上げている。カルフールと
ウォルマートは参入前の₁₉₉₀年代初期，テスコ
は₂₀₀₀年頃から中国市場に対する事業調査を
行った。その結果，中国では世界小売進出が少
ない。小売が未発達であり，参入後成長が見込
める大きな消費市場があるとの認識を示してい
た。三社は早い段階で中国市場に足場を固める
ために，自社の主要な業態をコンセプトとして
進出を行った。しかし，三社は小売業が未発達
であった市場に進出したにもかかわらず，必ず
しも良い業績を残していない。因みに，テスコ
は₂₀₁₃年に華潤万家（中国国有の大型複合企業
である華潤創業を親会社とする大手スーパー
マーケットチェーンである。）に事業を渡し，
カルフールは₂₀₁₉年 ₆ 月₂₃日に中国家電量販大
手蘇寧易購グループ（主に家電，デジタル製品，
通信製品などの小売事業を従業している会社）
に中国事業を買収された。ウォルマートも近年，
赤字店舗を毎年約₂₀店舗のペースで閉店してい
る。
　三社の中国市場における撤退及び苦戦要因を
探るとその根底に自らの理論や行動に対するゆ
るぎない信頼性，言い換えればその普遍性に対
する信頼があると考えざるを得ない。欧米三社
は小売業が未発達な中国市場で自らの得意とす
る業態をコンセプトとして採用している。外資
小売が中国進出以前，中国の消費者は自由市場
で食料品を買っていた。欧米三社は進出後，包
装された肉や総菜を販売し，消費者に極めて衛
生的な買い物場所を提供したことは確かである。
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しかし，カルフールでは価格や鮮度において自
由市場に勝てなかった。ウォルマートでは，
WC の出店戦略において，従来通りの郊外型の
出店戦略を採用している。当時，自家用車の普
及率が低い中国市場では郊外型の出店戦略は不
適切であったため，収益を収めることが出来な
かった。また，WC の大ロット販売が中国の消
費者の小口多頻度による消費習慣に合わなかっ
た。会員費の徴収にも抵抗があった。テスコで
は母国同様に自らが不動産会社を設立し，大型
ショッピングセンターの開発に乗り出したもの
の，収益を収めることが出来なかったことによ
り不数年後にはこの業態を諦めざるを得なかっ
た。参入当初，カルフールとウォルマートでは，
商習慣において，現地の商習慣に対する認識不
足により，販売方式においても対応ができてい
なかった。この ₂社は後に修正が行われたもの
の，テスコは販売方策について修正を行わな
かった。
　上述のように，三社は中国市場をこれまで彼
らが成功を収めてきた市場と同じように考え，
自らの業態コンセプト，販売手法をそのまま導
入している。これは三社が自らの行動，方策に
対して強い信頼性があるからと考えざるを得な
い。
②優越意識
　三社のマーケティング方策が中国市場で必ず
しも有効に機能しなかったことは明らかである。
カルフールとテスコは中国における業績の伸び
悩みの際に，抜本的な事業修正を行わずに，撤
退に踏み切っている。ウォルマートも近年度々
撤退の噂されている。そこで彼らは中国市場に
合わせて抜本的な修正するのではなく，撤退と
いう判断を下したのはなぜかを考える必要があ
る。彼らは自らの得意とするビジネスを用いて
参入を行った。これは自らのビジネスモデルが
最善のものだという認識があったことは想像に
難くない。まず，三社は得意とする業態コンセ
プトを採用している。次に，組織体制において，
カルフールは参入当初，統一された商品調達シ
ステムや管理体制が追い付かなかったため分権
的組織体制取っていたものの，最終的に主権的
組織体制を取ることを決めていた。ウォルマー
トとテスコでは最初から集権的組織体制を取り，
本部主導が行われている。また，販売方策にお
いて，現地消費ニーズを無視して母国同様の販
売方策を取っている。そこで，彼らの意思決定
を掘り下げて見ると，その意思決定の根底には
欧米の価値に対する優越意識が根強くあったも
のと考えられる。高岡義幸によれば，ヨーロッ
パには，西洋文化が世界の中の他地域の文化よ
り優れていることを前提とする社会認識がある。
アジアとアフリカの文明はヨーロッパの文明よ
り劣等なものだとされている₆₄）。三社がこのよ
うな優越意識を持っているため，自らの販売手
法が現地の顧客価値と異なっていることを気付
いても，自らのビジネスモデルから外れ，それ
に合わせて修正することを許さないであろう。
このような優越意識が彼らにビジネスモデルの
優越観をもたらす根底要因になっているのでは
なかろうか。
③市場支配思想
　マーケティングは巨大な独占的力を有する企
業の誕生と成長に応じて，個別企業の需要創造，
販売促進のための政策としての性格を強く帯び
ている。そのため，政策が独占企業自らの意の
ままに対象を改変し支配するという傾向へと発
展した。つまり，市場，特に消費者をコント
ロールの対象とする認識が定着したようだ。三
社が参入後，販売方策において現地の消費ニー
ズを無視し，自らの販売方策をそのまま消費者
に押し付けしている。しかし，今日のようなデ
ジタル経済環境において，顧客価値の実現の重
要性が益々高まっている。コトラー等によれば，
ネットを媒介としてつながった消費者のパワー
増大などネット社会ならではの新たな諸事象が
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出現している。また，日本には従来から欧米と
異なる「三方よし」，「先義後利」の考え方があ
り，消費者を大切にする企業が繁栄してきた。
このため，三社も消費者に対する従来の考え方
を変える必要があるのではなかろうか。
4．　お　わ　り　に
　上述した三社の販売方策の特徴から，彼らの
販売諸方策が中国市場で適合できていなかった
点が少なからずあったことが明らかである。三
社の中国市場における販売行動を販売思想レベ
ルから考察すると以下のようである。①彼らの
政策決定の基礎には，彼ら自らの行動をどの市
場にも普遍性があり，かつ有効を発揮するとの
強い信念を持っているようだ。②彼らの意思決
定の原因を考察すると，彼ら自らのビジネスモ
デルに対する優越意識を持っていると考えざる
を得ない。③彼らが市場，特に消費者をコント
ロールの対象とする認識が定着しているようだ。
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